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論 文 内 容 の 要 旨
　本論文は、「社会的企業（ソーシャル・エンタープライズ）」の本質について、その起源から考察を行い、
明らかにすることを目的としたものである。また、現代においてなぜ社会的企業が台頭したのかについて、
政治の側の意図やイデオロギーといった政治経済のマクロな視点からの考察を加えることで、その理由の解
明を試みることも目的としている。
　本論文は序章と終章を含む９つの章から構成される。以下、各章の概要を示し、論文の要旨とする。
　序章では、社会的企業は社会問題の解決を目的として活動する社会性の強い民間の事業組織とする。八木
橋氏は、社会的企業の持つ社会的特性に着目し、非営利性に本質があり、非営利組織にルーツがあるとの仮
説を立てる。したがって、研究方法は歴史分析を用いている。社会的企業の基盤となった組織が、どのよう
に形成、発展してきたかを詳述することにより、その本質を浮き彫りにし、仮説を立証するという意図であ
る。研究の対象国は、現代の非営利組織の源流が生まれ、高度に発展し、かつそれらの組織の社会的企業化
を政府が積極的に奨励しているイギリスとする。
　また、イギリスにおいて非営利活動の精神を表す「ボランタリー・アクション」を鍵概念として使用し、
社会的企業の本質が非営利性にあるとの立証を試みている。「ボランタリー・アクション」は、博愛主義的
および相互扶助的な要素の２つの動機から構成されたものとする。これら２つの要素については、現代では
博愛主義的動機がチャリティなどの非営利組織、相互扶助動機が協同組合に受け継がれており、いずれも社
会的企業の行動原理であることを指摘している。八木橋氏は、このうち前者に焦点を当て、社会的企業の本
質にある非営利性の検証を試みた。
　第１章「社会的企業の定義」では、代表的な社会的企業に関する先行研究に基づき、社会的企業の定義
一般をまとめている。まず、営利と非営利のスペクトラム（連続体）の中に社会的企業は位置するとする
Dees（1998）の定義、サードセクターを構成する協同組合と非営利組織の２つの組織形態が融合したもの
とする Defourny ら（2001=2004）の定義を紹介する。次に、公共セクターや営利セクター、非営利セクター
の３つのセクターの性質の重なり合いから発展した存在が社会的企業とする Leadbeater（1997）の定義を
示す。その上で、八木橋氏は Leadbeater のセクター横断型の定義から派生したタイプである Ridley-Duff ら
（2015）の研究に依拠して研究を進めた。本研究は、社会的企業はセクター横断型の性質を基本とする見解
を認めつつ、その基盤はサードセクターであったと解釈する。またサードセクターに内在する２つの原理、
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相互扶助と博愛主義は、社会的企業にも継承されているとする。つまり、サードセクター内の別個の組織（協
同組合と非営利組織）から融合、発展したのではなく、セクター全体を規定する原理から生じた新しい組織
形態が社会的企業と理解するのである。したがって、八木橋氏は社会的企業をサードセクターの変容から台
頭したものと規定する。
　第２章「起源としての「ボランタリー・アクション」」では、市民社会の自発的社会貢献活動の重要性を
説いた W. ベヴァリッジの『ボランタリー・アクション』（1948）から、「ボランタリー・アクション」の思
想と現代の社会的企業との関連性を明らかにしている。ベヴァリッジの説く「ボランタリ ・ーアクション」は、
上記のように博愛主義的動機と相互扶助動機の２つの動機から構成される。博愛主義的動機はチャリティな
ど非営利組織、相互扶助動機は協同組合などの相互扶助組織それぞれを生成、発展させる原理として作用し
た。ベヴァリッジは、ボランタリー・アクションの20世紀半ばまでの歴史的発展過程を詳述し、これがイギ
リスの市民社会の「活力と豊かさ」の源泉であると評価した。八木橋氏は、イギリスの社会的企業はベヴァ
リッジのボランタリ ・ーアクションの精神を継承したとする、社会的企業側の見解を取り上げる（Participle, 
2008）。そして両者がどこに共通性を見出したのかについて、『ボランタリー・アクション』を丁寧に読み解
くことで明らかにする。それが、ボランタリー・アクションおよびサードセクターに共通する上述の２つの
動機であった。それゆえ、イギリスの社会的企業の本質はこの２つの動機にあるとする。
　第３章「チャリティの歴史的意義」では、イギリスのチャリティの歴史を記述し、社会的企業の起源がチャ
リティにまで遡及すると主張する。八木橋氏は、第２章で社会的企業の本質を「ボランタリ ・ーアクション」
にあるとしたが、第２章ではこの精神を形成する２つの動機のうち、博愛主義的動機を重視する見解を示す。
その理由として、21世紀に社会的企業振興策を推進したブレア労働党政権が、チャリティなど非営利組織を
社会的企業の基盤とする見解を打ち出した点をあげる。また、ボランタリー・アクションに基づく団体の最
古の組織形態がチャリティである点も指摘する。社会的企業化が21世紀のイギリス政府の狙いにあったこと
から、チャリティの活動精神には社会的企業に通底する点があること示唆する。歴史記述では、金澤（2008）
や長谷川（2014）などの先行研究に依拠しつつ、近世の慈善事業における公私の混淆状態を指す「福祉複合
体」をキーワードとする。この混淆状態から近代においてボランタリー・アクションが確立し、博愛主義的
動機に基づく団体はチャリティへ、そして相互扶助動機を強調する団体は友愛組合や協同組合などへとそれ
ぞれ発展した。現代の社会的企業の基盤となる組織が、近代において形成された過程を詳述している。
　第４章「社会的企業の胎動期」では、第２次世界大戦後の国家と「ボランタリー・アクション」に基づく
団体の関係の変化を描き、1970年代後半からの変化が社会的企業台頭の準備期間であったことを明らかにし
ている。第２次世界大戦後のイギリスでは福祉国家の確立により、チャリティなど非営利組織は社会サービ
スにおける役割の大半を政府に委ねることとなった。一方で、新しい社会問題への対応、慈善的パターナリ
ズムよりもメンバーの相互利益や参加を重視する傾向など、非営利組織側も変化していたとする。1970年代
後半以降は福祉国家体制が揺らぎ、それに呼応して登場した「福祉多元主義」のイデオロギーにおいて、チャ
リティなどの役割が見直されたが、効率性重視の風潮で非営利組織も事業の効率性を高めることが求められ
ることとなった。八木橋氏は先行研究に基づいてナショナルトラストを事例に挙げ（岡ほか ,2007）、チャリ
ティなど非営利組織の「企業化」を是とする時代精神の台頭を指摘し、この変化が後の非営利組織の社会的
企業化の下地となったとする。また同時期には、協同組合側でも社会問題への対応を重視する運動が高まっ
た（Spreckley, 1981）とし、これも後の社会的企業の発展につながったものとしている。
　八木橋氏は第５章「歴史的展開から見る社会的企業の定義」において、第４章までの歴史展開から独自の
社会的企業の定義を提示する。イギリスのボランタリー・アクションに起源を持つ団体は、上述のように博
愛主義的動機に基づくチャリティなど非営利組織、相互扶助動機を強調する協同組合などとして、近代以降
別々に発展した。八木橋氏は、チャリティなど非営利組織は事業の社会性（社会貢献・慈善活動）、協同組
－ 3 －
合などは事業の協同性（参加・相互扶助）を重視する傾向を持つが、1970年代以降、それぞれが相互に持つ
性質を受容し始めたと指摘する。そして、この変化の過程から生成、発展した組織形態が、現代の「社会的
企業」であると定義する。社会的企業の理想は、事業の社会性と協同性を高度な水準で統合させたものであ
るが、現実は多様であるとして多くの事業組織が社会的企業の範疇に含まれるとしている。八木橋氏は、ボ
ランタリー・アクションの歴史的展開から、社会的企業の組織形態の定義を行っている。
　第６章「ニューレイバーの実験」では、ブレア労働党政権、いわゆる「ニューレイバー」政権の第１期
（1997-2001年）に相当する時期を記述し、政府主導によるチャリティなど非営利組織の社会的企業化への準
備期間であったとする。八木橋氏は、この時期の主要な国内政策のうち、ナショナル・コンパクト（政府と
非営利組織間での公共サービス供給における協力関係を定めた協定）、地域再生政策、社会的排除対策の３
つが、社会的企業台頭に影響を与えたものとする。いずれの政策も、公共サービス改革や社会問題への対応
において、行政のみでは解決できないことを認め、民間組織、とりわけチャリティなど非営利組織の活動に
期待したものであった。この時点では、社会的企業という言葉は、一部の例外を除いて政策用語として利用
されていなかった。しかし、社会問題対策や地域福祉の分野では、2000年代以降では政府が非営利組織や社
会的企業に補完的な役割を求める存在になっていった。政府は奨励補助金を活用することで、非営利組織の
パフォーマンスを向上させ、その事業性を高めることを求めたが、その際に着目された用語が「社会的企業」
だったという見解を示している。
　第７章「「社会的企業化」政策の展開とその実態」では、前半でブレア政権第2期の社会的企業振興策に関
する考察を行い、後半でキャメロン保守・自民連立政権の「ビッグ・ソサエティ」の構想と社会的企業の関
係について分析している。ここでは、博愛主義的動機に基づく非営利組織の社会的企業化の背後には、新自
由主義という政策イデオロギーが強く作用した点を指摘する。社会的企業振興策が２大政党間で差異を含み
つつも、継続した理由について新自由主義イデオロギーを軸に解き明かしている。
　まず前半部では、Somers（2013）の先行研究にも依拠しつつ、ブレア政権第２期に公表された社会的企
業関連の政策文書３点を詳細に分析している。これらの文書の分析を通じて、政府がチャリティなど非営利
組織の社会的企業化を積極的に推進していたことを明らかにしている。八木橋氏は、実際に調査した複数の
チャリティを紹介し、彼らの活動の自発性に触れつつも、政府は非営利組織の社会的企業化を強力に促して
いたと指摘する。続いて後半部では、キャメロン政権の政策スローガンである「ビッグ・ソサエティ」を分
析し、同政権が政権交代後も社会的企業振興策を継続した意図を明らかにする。それは、政府の役割の縮小
で生じた間隙を社会的企業に任せるというものである。政府と非営利組織のパートナーシップ関係の延長線
上から社会的企業振興策を採用したのがブレア政権ならば、公共支出削減に伴う政府の役割縮小の代替とし
て社会的企業を活用したのがキャメロン政権だった、という差異を浮き彫りにしている。一方で、両政権の
社会的企業振興策は、Nicholls（2017）が指摘する新自由主義イデオロギーの政策パラダイムの枠内に収まっ
ている点も指摘する。これが、社会的企業振興策が継続した最大の理由であるとする。
　終章では、本研究の意義を次の４点にまとめている。①社会的企業の本質が非営利性にある点の確認、②
社会的企業振興における政策誘導の果たす役割の大きさの検証、③社会的企業の組織形態に関する新しい定
義の提示、④イギリスの社会的企業の特徴と国際比較の可能性の検証である。これらを提示することで、本
論文の独自性を形成している。その上で、社会的企業の本質は非営利性としつつ、市場原理に基づく新自由
主義政策イデオロギーと緊張関係に置かれていることを指摘し、本質と起源に立ち戻ることがその克服に不
可欠であるとまとめている。
　最後に、本研究の課題として、社会的企業振興策実施後における具体的な施策の分析が不十分であった点
を挙げている。ブレア政権やキャメロン政権の政策イデオロギーの分析を中心に行ったため、実際の施策の
分析が後景に退いてしまったということである。また今後の課題としては、研究をより実証的なものにする
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ために社会的企業の実態をさらに調査し、事例研究を積み重ねる必要性を挙げている。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　本博士学位申請論文審査委員会による八木橋慶一氏の博士学位申請論文審査結果の要旨について、課題を
含め以下の４点について報告する。
１．本論文の社会的貢献：
　Dees（1998）や Defourny ら（2001=2004）による先駆的な社会的企業研究が、わが国で受容されるようになっ
てから約20年になる。その間、経営学や社会学といった多く分野では、社会的企業について理論や実践活動
など多方面から研究が行われてきた。しかし、社会的企業の本質は非営利性にあるのか、あるいは営利と非
営利の中間なのか、といった点ついて、今なお統一的な見解はない。これは、学術の世界のみならず、一般
社会における社会的企業の理解を妨げている。社会起業の概念は一般的な営利企業も含むものなのか、概括
論としてはイメージしづらい点がある。このような状況において、八木橋氏はイギリスを例としながら、社
会的企業の本質は非営利性にあることを本論文から明らかにした。とりわけ、社会的企業は非営利組織（チャ
リティなど）や営利を目的としない組織（協同組合など）の単なる融合ではなく、むしろ歴史的には非営利
組織にその基盤があることを確認したのは、わが国においても社会的企業の認知度向上に大いに役立つと考
える。非営利組織（NPO 法人など）のうち、意識して事業性を向上させたものが社会的企業というシンプ
ルな理解につながるであろう。研究者や実践家にとって、社会貢献とビジネスの両立といった表現から想起
される社会的企業の曖昧なイメージの払拭は、その役割の拡大や認知度の向上にとって必要である。本論文
は、この点で社会に多大な貢献を果たす研究として高く評価できる。
２．本論文の学術的貢献：
　本論文の社会的企業研究における最大の貢献は、上述したように社会的企業の本質が非営利性にあること
をイギリスの歴史的発展過程から明らかにした点である。多くの先行研究では、セクター横断型、営利と非
営利の中間形態といった曖昧な表現に終始している。また、非営利性を重視する研究においても、非営利組
織の歴史から社会的企業の変容過程にまで踏み込んだ研究は、わが国はもちろんイギリスにおいてもあまり
見られない。この点において、本論文の独自性は評価できる。
　また、イギリスにおいて「ボランタリー・アクション」に基づく団体（他国ではサードセクターに該当）、
とりわけチャリティに代表される非営利組織に、イギリスの社会的企業の起源および現代の発展の基盤があ
ると指摘した点は、他の先行研究と一線を画すものである。先行研究では、相互扶助動機に基づく協同組合、
あるいはサードセクター全体に着目するものがほとんどであり、八木橋氏のようにチャリティの歴史的発展
過程から説明を試み、解明した点は一定の学術的貢献であろう。
　上記のような歴史的発展過程を検証することにより、八木橋氏独自の社会的企業の定義を提示した点も評
価できる。その定義は、博愛主義的動機と相互扶助動機の高度な一致に、組織としての社会的企業の理想形
があるというものであり、このような組織定義は他国も含めて先行研究では類例がない。独創性のみならず、
その学術的意義も認められるところである。
　そのほか、イギリスにおける非営利組織の社会的企業化は中央政府による政策誘導が強く作用していた点、
および21世紀以降の世界的な社会的企業台頭の背景には新自由主義的政策イデオロギーがあると指摘した点
は、社会的企業研究の今後に一石を投じるものと考える。
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３．本論文の実践的貢献：
　本論文では、社会的企業の本質は非営利性にあることが示された。この点は、社会的企業研究が実践活動
と切り離せないことを考慮すれば、極めて重要であると考える。社会的企業の本質は営利と非営利のどちら
でもない、あるいは一般の営利企業でも参入しうる組織形態であるといった従来の見解では、社会起業家や
社会的企業にとって、自身の立ち位置を不安定にさせる恐れがある。その結果、事業活動において営利性を
強めてしまうと、社会的企業と一般の営利企業に差異はないといった無用な誤解を招きかねない。八木橋
氏は、チャリティタイプの社会的企業への調査を通じて、その活動の基本精神が「ボランタリー・アクショ
ン」にある点を明らかにした。わが国においても、社会的企業と自認する非営利組織にとって、その本質が
非営利性にあるとする調査研究の存在は、自身のアイデンティティの確立に役立つであろう。この点におい
て、本論文は具体的な貢献を果たせると考えられ、高く評価したい。
４．本論文の課題
　以上のように、本論文の学術的、実践的貢献度は高いが、さらなる研究の質の向上と、研究者としての一
層の研鑽を期待して以下に課題を記す。
　論文の前半では、チャリティなどイギリスの非営利組織の歴史を詳述しているが、２次資料が多く、資料
面ではより一層の精査が必要であった。論文の後半では、ブレア労働党政権第２期後半および後継のブラウ
ン政権における社会的企業振興策の実態があまり触れられていないことが指摘できる。同様に、キャメロン
連立政権の政策イデオロギーの分析は行っているものの、具体的な施策についてさらなる分析が必要であっ
たと考える。また、八木橋氏は社会的企業台頭における新自由主義イデオロギーの影響力を指摘するものの、
その是非についてはあまり論じておらず、もう一歩踏み込んだ見解を打ち出すことが重要になると考える。
　本質的な点としては、社会的企業の実地調査が不足していることが挙げられる。チャリティなど非営利組
織が政府の政策意図通りに社会的企業化したのか、あるいは「ボランタリー・アクション」団体として、一
見変容しつつもしたたかにそのエトスを保持しているのかについて、実証研究が必要であった。社会的企業
台頭の歴史的展開に焦点を当てたためやむを得ない側面はあるが、今後より詳細に実証調査を行う必要があ
ろう。こうした点についてもさらに検討することを課題としたい。
　以上、審査結果の要旨を説明したが、八木橋慶一氏の論文は博士学位申請論文としての水準に達しており、
博士学位の授与に値するものと判断する。
